
                      
 

２．横断的施策 
 
（１）温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度 
  
排出者自らが排出量を算定することにより国民各層にわたる自主的な温暖
化対策への取組の基盤づくりを進めるとともに、排出量情報の公表・可視化
による国民・事業者全般の自主的取組の促進へのインセンティブ・気運を高
める視点から、温室効果ガスを一定量以上排出する者に排出量を国に報告す
ることを義務付け、国が報告された情報を集計して公表する制度の導入を図
る。その際、公表される排出量情報に対する理解を一層進めるため、排出者
が希望する場合には、公表される排出量情報に関連する情報についても報告
することができるようにする。 
このため、地球温暖化対策推進法等の改正を提案する。 

 
 
（２）事業活動における環境への配慮の促進 
 
事業者が、自主的・積極的に環境に配慮した事業活動に取り組むことを推
進する。 
環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の
促進に関する法律（平成16年法律第77号）において、大企業者は、環境報告
書の公表に努めることとされていること等を踏まえて、事業者や国民による
環境情報の利用の促進を図り、環境に配慮した事業活動が社会や市場から高
く評価されるための条件整備等を図る。 
また、温室効果ガス排出量及びその抑制に向けた取組の状況について環境報
告書への記載を促進するとともに、中小事業者についても二酸化炭素排出量を
把握するなどの環境配慮の取組の促進を図る。 
 
 
（３）国民運動の展開 
 
  事業者、国民などの各界各層の理解を促進し、具体的な温暖化防止行動の
実践を確実なものとするため、政府は、経済界、ＮＰＯ、労働界、研究者等
と連携しつつ、知識の普及や国民運動の展開を図る。 
また、全国地球温暖化防止活動推進センター、都道府県地球温暖化防止活
動推進センター、地球温暖化対策地域協議会、地球温暖化防止活動推進員そ
の他地球温暖化防止活動を促す各種団体等の役割を更に強化する。 
 
①情報提供・普及啓発 
 
多様な手法による適切な情報提供を通じて国民の意識に強く働きかける
ことにより、国民一人ひとりの自主的な行動に結びつけていく。その際、最
新の科学的知識の提供による健全な危機感の醸成や、何をすることが、ある
いは何を購入することが温室効果ガスの排出抑制や吸収源対策の促進につ
ながるのかという具体的な行動に関する情報提供・普及啓発に取り組む。 
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○国民に期待される行動内容・目安の提示 
 
 国や自治体においては実行計画、事業者においては自主行動計画等にそれ
ぞれ目標を定め、具体的な取組が進められているところである。国民一人ひ
とりに対しても、具体的にどのようなことにどの程度取り組むことが期待さ
れるのか、という具体的な行動の内容・目安を提示することが、温室効果ガ
ス削減努力を促す上で、効果的であると考えられる。 
 
 この一環として、国民一人ひとりによるライフスタイル・ワークスタイル
の不断の見直しを促す観点から、国民に期待される具体的な行動内容、地域
の気候の特性や世帯人員等を考慮しつつ各世帯に期待される電力・ガス・石
油などのエネルギー消費量等を国民の行動の目安として策定・提示し、その
普及啓発に努める。 
 
また、以下の取組も併せて実施する。 
 
・ 環境物品等に関する情報提供等を通じて、事業者や国民によるグリーン購入の取

組を促進する。 

・ 企業による広報活動など、民から民への情報提供・普及啓発活動を促進する。 

・ 電力会社やガス会社に対して、高効率機器の普及促進やエネルギー使用状況の情

報提供などの省エネルギー促進事業の実施及びその実施状況の公表を求める。 

・ エコドライブの普及を促進する。 

・ 公共交通機関の利用推進に関する交通事業者と経済界等の協働による取組の促

進のための啓発活動を展開する。 

・ 荷主と物流事業者の協働による取組の促進のための啓発活動を展開する。 

・ 環境にやさしい鉄道貨物輸送の認知度を高めるための普及啓発活動を展開する。

・ 吸収源対策としての緑化の重要性を広く普及啓発するため、みどりの週間、都市

緑化月間等における国民的緑化運動の展開、緑の募金や都市緑化基金の活用等によ

る民間の森林づくりや緑化活動の促進など、国民参加型の緑化運動を展開する。 

・ 地域材利用の意義等に関する普及啓発活動を展開する。 

 

②環境教育等 
 
国民が、地球温暖化問題の重要性を認識・理解し、地球温暖化防止のため
の行動が習慣となるよう、環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律（平成15年法律第130号）に基づき、環境保全活動及び環境
教育を推進する。 
具体的には、各主体が連携しながら進める学校、地域、職場等様々な場に
おける環境教育や人材育成、拠点整備等に関する施策を推進する。 
特に、地域の中核となっている学校施設において、断熱材等の導入、地域
材等を用いるなどの地球温暖化対策に資する改修、新エネルギー機器等を導
入して行う体験重視型の環境教育や、インターネット等を活用して家庭にお
ける地球温暖化対策等の支援を推進する。 
   また、地球温暖化防止に係る森林の機能や森林の整備と木材資源の循環的利用
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の必要性、都市緑化の意義等に対する理解を深めるため、森林内や公園緑地等で
の様々な体験活動などを推進する。 

 
 
（４）公的機関の率先的取組の基本的事項 
 
①国の率先的取組 
 
政府は、2002年７月に閣議決定した「政府がその事務及び事業に関し温室効
果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」（以下「政
府の実行計画」という。）を引継ぎ、新たな政府の実行計画を策定することと
する。新たな政府の実行計画には、旧計画に示された取組に加え、以下の内容
を盛り込むこととする。 
なお、政府の実行計画の進捗状況は、毎年「地球温暖化対策推進本部」の幹
事会において点検し、その結果を公表する。 
また、「政府の実行計画」の目標年度である2006年度以降に関しても、2008
年度から2012年度の第一約束期間を念頭に、率先的な取組を実施するための計
画を速やかに策定する。 
さらに、温室効果ガスの排出削減に資する製品をはじめとする環境物品等への需
要の転換を促すため、グリーン購入法に基づき、国は環境物品等の率先的調達を行
う。 
 
○霞が関官庁街における省ＣＯ２化モデル事業の推進 
 
新しい技術・システムの率先的な導入や各省庁間の有機的連携を通じて、
霞が関周辺において「省ＣＯ２型官庁街」の形成を図る。 
具体的には、以下の事項等を進めていく。 
 

・燃料電池の加速的導入 

・太陽光発電、風力発電等の新エネルギー等の一層の導入 

・省ＣＯ２に資するエネルギー源の選択 

・電力負荷平準化に資する蓄熱システムやガス冷房等の導入 

・庁舎敷地における舗装改修時の保水性舗装等の導入 

・施設の適正な運用管理の徹底 

・共用自転車システムの高度化 

・緑化の一層の推進 

 
       
○省庁毎の実施計画の策定 
 
各省庁は、温室効果ガスの排出の削減並びに吸収作用の保全及び強化のため
に自ら実行する措置を定めた「実施計画」を策定する。各省庁が策定する実
施計画は、2006年度を目標年度とするとともに、次の目標を盛り込むことと
する。 
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・全省庁でＥＳＣＯ事業導入のフィージビリティ・スタディを実施し、可能な限り

幅広く導入する。 

・グリーン診断に基づき、省エネ改修を平成18年度末までに重点的に実施する。ま

た、省ＣＯ２に資する適正な施設の運用管理を徹底する。 

・ 庁舎や公務員宿舎に太陽光発電、高効率給湯器、高効率空調機、燃料電池等を

可能な限り幅広く導入する。 

・ 通勤時や業務時の移動において、鉄道・バス等公共交通機関の利用を推進する。

・一般公用車については低公害車比率100％を維持するとともに、一般公用車以外

の公用車についても数値目標を掲げて低公害車化を図る。 

・有料道路を利用する公用車について、ＥＴＣ車載器を設置する。 

・庁舎の使用電力購入に際して、省ＣＯ２化の要素を考慮した購入方式を導入する。

・昼休みの一斉消灯など「省ＣＯ２行動ルール」を策定し、実施する。 

・職員から省ＣＯ２化に資するアイディア（エコ・アイディア）を募集し、効果的

なものを実行に移す。 

・以上の取組等を通じて、平成13年度比７％の削減を達成する。 

       

なお、実施計画中に、策定、評価・点検を行う部局を明確化するとともに、
ＰＤＣＡサイクルを導入する。また、各省庁の担当部局間で省ＣＯ２化の経験
やノウハウ・技術を共有する。国は透明性の確保の観点から、点検結果の公
表に当たっては、総排出量のみならず、取組項目ごとの進捗状況、組織単位
の進捗状況について目標値や過去の実績値等との比較を行うなどの評価を
行い、これを合わせて公表する。 
 
②地方公共団体の実行計画等 
 
 都道府県及び市町村は、地球温暖化対策推進法第21条に基づき、「当該都道
府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の削減並びに吸
収作用の保全及び強化のための措置に関する計画」（以下「地方公共団体の
実行計画」という。）を、策定することが義務付けられている。 
策定に際しては、国が策定するマニュアルを参考にしつつ、「政府の実行計
画」の規定に準じて策定すること、特に以下の点に留意することが期待される。 
 

○目標 

・温室効果ガスの総排出量に関する数量的な目標と達成期限を掲げる。 

○対象範囲 

・地方公共団体においては、庁舎等におけるエネルギー消費のみならず、廃棄物

処理事業、上下水道事業、公営の公共交通機関、公立学校、公立病院等の運営と

いった事業からの排出量が大きな割合を占める場合がある。このため、こうした

事業についても対象とする。 

・特に、庁舎等の使用電力について、省CO2化を図る。 

○評価体制  

・定期的に実施状況の点検を行い、その結果を公表する。 

・点検結果の公表に当たっては、総排出量のみならず、取組項目毎の進捗状況、施設単

位あるいは組織単位の進捗状況について目標値や過去の実績値等との比較を行うなど

の評価を行い、これを合わせて公表する。 
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なお、国は透明性の確保の観点から、地方公共団体の公表した結果について取り
まとめ、一覧性をもって公表するものとする。 
また、地方公共団体はグリーン購入法に基づき、環境物品等の調達の推進
を図るための方針を作成するなどにより、グリーン購入の取組に努めるもの
とする。 
 
③国・地方公共団体以外の公的機関の率先実行の促進 
     
  国、地方公共団体は、独立行政法人等の公的機関に対し、その特性に応じた有効
な地球温暖化対策に関する情報提供を行い、率先した取組を促すとともに、国は、
可能な限りその取組状況について定期的に把握することとする。 
 
 
（５）サマータイムの導入 
 
夏時間（サマータイム）の導入について、国民的議論の展開を図り、合意形
成を図る。 
 
 

（６）ポリシーミックスの活用 

 

効果的かつ効率的に温室効果ガスの排出削減を進めるとともに、我が国全体
の費用負担を公平性に配慮しつつ極力軽減し、環境保全と経済発展といった複
数の政策目的を同時に達成するため、自主的手法、規制的手法、経済的手法、
情報的手法などあらゆる政策手法を総動員し、それらの特徴を活かしつつ、有
機的に組み合わせるというポリシーミックスの考え方を活用する。その最適な
在り方については、本計画の対策・施策の進捗状況を見ながら、総合的に検討
を行う。 

 

 

（６－１）経済的手法 

 

 経済的手法は、市場メカニズムを前提とし、経済的インセンティブの付与を
介して各主体の経済合理性に沿った排出抑制等の行動を誘導するものであり、
地球温暖化対策の経済的支援策としての有効性も期待されている。その活用に
際しては、ポリシーミックスの考え方に沿って、効果の最大化を図りつつ、国
民負担や行財政コストを極力小さくすることが重要であり、財政的支援に当た
っては、費用対効果に配慮しつつ、予算の効率的な活用等に努める。 
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（６－２）環境税 

 

二酸化炭素の排出量又は化石燃料の消費量に応じて課税するものとして関係
審議会等において論議されている環境税は、経済的手法の一つであり、価格イ
ンセンティブを通じ幅広い主体に対して対策を促す効果や、二酸化炭素の排出
削減対策、森林吸収源対策などを実施するための財源としての役割等を狙いと
するものとして関係審議会等において様々な観点から検討が行われている。 
環境税については、国民に広く負担を求めることになるため、関係審議会を
始め各方面における地球温暖化対策に係る様々な政策的手法の検討に留意しつ
つ、地球温暖化対策全体の中での具体的な位置付け、その効果、国民経済や産
業の国際競争力に与える影響、諸外国における取組の現状などを踏まえて、国
民、事業者などの理解と協力を得るように努めながら、真摯に総合的な検討を
進めていくべき課題である。 
 
 
（６－３）国内排出量取引制度 
 
費用効率的な削減と取引等に係る知見・経験の蓄積を図るため、自ら定めた
削減目標を達成しようとする企業に対して、経済的なインセンティブを与える
とともに、排出枠の取引を活用する自主参加型の国内排出量取引を実施する。 
国内排出量取引制度については、他の手法との比較やその効果、産業活動や
国民経済に与える影響等の幅広い論点について、総合的に検討していくべき課
題である。 
 
＊ 国内排出量取引制度とは、排出枠の交付総量を設定した上で、排出枠を個々
の主体に配分するとともに、他の主体との排出枠の取引や京都メカニズムの
クレジットの活用を認めること等を内容とするもの。 
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３．基盤的施策 
 
（１）気候変動枠組条約及び京都議定書に基づく温室効果ガス排出量・吸収量

の算定のための国内体制の整備 
 
京都議定書は、第１約束期間の１年前までに温室効果ガスの排出量及び吸
収量算定のための国内制度を整備することを義務としていることから、議定
書の第一回締約国会議で決定される予定のガイドラインに則して、速やかに
排出量・吸収量算定のための国内体制を整備する。 
 
具体的には、環境省を中心とした関係各省が協力して、定められた期限ま
での温室効果ガスの排出・吸収目録の迅速な提出、データの品質管理、目録
の検討・承認プロセス、京都議定書に基づき派遣される専門家検討チームの
審査への対応等に関する体制を整える。 
 
また、排出量の算定に当たっては、部門別の排出実態をより正確に把握す
るとともに、各主体による対策の実施状況の評価手法を精査するため、活動
量として用いる統計の整備や、エネルギー消費原単位や二酸化炭素排出原単
位の算定、温室効果ガスの計測方法などに係る調査・研究を進めるとともに、
それらの成果に基づく規格化（JISの整備）を推進し、温室効果ガス排出量・
吸収量の算定の更なる精緻化を図る。 
一方、吸収源による吸収（排出の場合もある）量の測定・監視・報告に当
たっては、ＣＯＰ10で決定した「土地利用、土地利用変化及び林業に関する
グッド・プラクティス・ガイダンス」に即し、透明かつ科学的検証可能性の
高い手法を確立するとともに、継続的な測定・監視・報告を行うため、活動
量及び土地利用変化に係る情報の整備や、森林等における温室効果ガスの吸
収・排出メカニズムに関する調査・研究を推進する。 
 
 

（２）地球温暖化対策技術開発の推進 

  
技術開発は、その普及を通じて、環境と経済の両立を図りつつ、将来にわ
たり大きな温室効果ガス削減効果が期待できる取組である。総合科学技術会議
における「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（2003年４月21日
決定・意見具申）や地球温暖化研究イニシャティブなどを踏まえ、関係各府
省が連携し、産学官で協力しながら総合的な推進を図る。 
 
 ○実用化・事業化の推進 
 
技術開発によって更なる効率化や低コスト化、小型化等を実現すること
により、新エネルギーや高効率機器の導入・普及等の二酸化炭素排出削減
対策を促進する可能性があるが、技術開発の成果を第１約束期間内におけ
る温室効果ガスの削減につなげるためには、如何に短期間に実用化、事業
化に結びつけるかが重要な要素となる。 
このため、産学官の連携により、 
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・ 研究開発の成果を事業に結びつけるロードマップの明確化・共有化 
・ 実用化を促進する技術の開発・実証 
・ 事業化に向けた先駆的な取組への支援 
を強力に推進する。その際には、開発成果を市場に普及するための施策等
との連動を図る。 

  
 ○分野横断的取組の推進 
 

ハイブリッド自動車を支える電池技術に見られるように、ある分野の要
素技術の他の分野への転用や業種を超えた共同作業によって革新的で有
望な地球温暖化対策技術が実用化されている。このような成功事例を一つ
でも多く生み出していくためにも、分野横断的な産学官の連携による取組
を強力に推進する。  

 
 ○中長期的視点からの技術開発の推進 
 
地球温暖化対策技術については、技術開発の成果が現れるまでの期間が長く
ても、持続的な効果が期待できる場合には、早い段階から中長期的な視野に立
って、十分な支援を行う。 
例えば、経済の成長や生活の質の向上に伴って、エネルギー需要が増大し、
ひいては二酸化炭素排出量が増大するという連鎖を、エネルギー需給構造等の
変革によって断ち切っていかなければならず、そのため、飛躍的な省エネルギ
ー技術、膨大な未利用エネルギーを活用する技術、化石燃料の使用により排
出される二酸化炭素を回収し大気中への二酸化炭素の排出を低減させる
二酸化炭素回収・貯留・隔離技術等を早い段階から支援していく。 
また、地域・都市構造の変革や経済社会システムの変革を促し、中長期的な
地球温暖化対策の基盤を形成するための技術、各種対策を部門横断的に下支え
する技術についても、重点的に推進していく。 
加えて、我が国が強みを有する分野の人材を継続的に育成する観点も含め、
大学の自主的な取組を尊重しつつ、大学における地球温暖化対策に資する基
礎研究を推進する。 
この他、代替フロン等３ガスの代替物質開発等の排出抑制技術、農林水
産分野の温室効果ガス排出抑制技術等の様々な分野での対策技術についても、
きめ細かく推進していく。 

 
 
（３）気候変動に係る研究の推進、観測・監視体制の強化 
 
地球温暖化に係る研究については、総合科学技術会議における地球温暖化
研究イニシャティブなどを踏まえ、気候変動メカニズムの解明、地球温暖化
の現状把握と予測、地球温暖化が環境、社会・経済に与える影響の評価、温
室効果ガスの削減及び地球温暖化への適応策等の研究を、国際協力を図りつ
つ、戦略的・集中的に推進する。  
 
地球温暖化に係る観測・監視については、第３回地球観測サミット（2005
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年2月、ブリュッセル）において承認された地球観測に関する「10年実施計画」
及び総合科学技術会議の「地球観測の推進戦略」（2004年12月27日決定・意
見具申）等を踏まえ、温室効果ガス、気候変動及びその影響等を把握するた
めの総合的な観測・監視体制を強化する。 
 
特に、我が国においては、アジア・オセアニア域を中心とする大気・陸域・
海洋の温室効果ガス観測、陸域・海洋の炭素循環と生態系の観測、雪氷圏・
沿岸域等の気候変動に脆弱な地域での温暖化影響の観測、観測データと社会
経済データの統合等を行う。 
 
 
（４）地球温暖化対策の国際的連携の確保、国際協力の推進 
 
我が国のみならず、世界全体が一致協力して、長期にわたって温室効果ガ
スの排出削減に取り組むことが地球温暖化対策には不可欠である。京都議定
書は、その重要な第一歩であり、世界全体で着実に実施していく必要がある。 
そのため、我が国としては、議定書の未締約国に対して引き続き締結を働
きかけていく。同時に、我が国の有する優れた技術力と環境保全の蓄積され
た経験を活用して、開発途上国に対して、京都イニシアティブ

*35

の実施、森
林の保全・回復、各種会合・セミナーの開催等により、環境上適正な技術や
ノウハウの移転等幅広い国際協力を行っていくとともに、開発途上国に対す
る社会上、環境上及び経済上の悪影響を最小限にする方法で京都議定書の約
束を履行するよう努め、世界の取組の先導的役割を果たしていく。 
 
また、気候変動枠組条約の究極的な目標を達成するためには、京都議定書
の約束を締約国が確実に達成していくことは勿論だが、その後も早期に世界
全体の温室効果ガスの排出量を増加傾向から減少基調に転換し、更には現在
のレベルの半分以下に減少させ、その状態を維持していく必要があるとされ
ている。 
 
そのため、京都議定書の第一約束期間の終了する、2013年以降について、
衡平で実効ある枠組み（いわゆる次期約束）を成立させること、次期約束に
おいては、気候変動枠組条約における共通だが差異ある責任及び各国の能力
に従い気候系を保護すべきという原則を踏まえつつ、米国や開発途上国を含
む全ての国が参加する共通のルールを構築していくことが重要である。 
 
次期約束については、京都議定書の第３条９において、本年から検討を開
始することが規定されており、我が国は将来枠組みの検討に関し、関係国間
対話を促進すべく国際会議を開催する等、リーダーシップを発揮していく。 
なお、島嶼国や後発開発途上国のように地球温暖化に対する対応能力が低
く脆弱な国々に対しては、適切な適応対策等への支援を引き続き行う。 

                                                  
*35 気候変動枠組条約第３回締約国会議（1997 年 12 月）において発表した我が国の温暖化対策途上国支援策。（１）人材育成への協力（1998
年度から５年間で3,000人）、（２）優遇条件による円借款、（３）我が国の技術・経験の活用・移転の３つの柱からなる。 
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第３節  特に地方公共団体に期待される事項 
 

地球温暖化対策の推進のためには、地域の環境行政の担い手である地方公
共団体のイニシアティブの発揮が重要である。地域から発想して、地域の実
情に最もあった取組を地方公共団体が推進していくことが期待される。 

 
 
１．総合的・計画的な施策の実施 
 
地方公共団体は、地球温暖化対策推進法第20条に基づき、京都議定書目標
達成計画における地球温暖化対策に関する基本的考え方を勘案して、その区
域の自然的社会的条件に応じた総合的かつ計画的な施策（地域推進計画）を
策定し、実施することが期待される。 
 具体的には、各地で創意工夫を凝らし、温室効果ガスの排出削減に資する
都市等地域整備、社会資本の整備、地域資源を活かした新エネルギー等の導
入、木材資源の積極的利用等の推進、森林の保全及び整備並びに木材・木質
バイオマス利用、緑化運動の推進等を盛り込んで他の地域の模範となるよう
な先進的モデル地域づくり（地球温暖化対策先進モデル地域）が各地の創意
工夫で進められ、それが他の地域に波及することが期待される。その際、構
造改革特区制度や地域再生計画制度の活用も視野に入れて取り組むことも期
待される。 
また、事業者や住民に身近な公的セクターとして、地域住民への教育・普
及啓発、民間団体の活動の支援といった地域に密着した施策を進めることが
期待される。 
  なお、地方公共団体が施策を講ずるに当たっては、各地方公共団体の自主
性の尊重を基本としつつ、本計画の国の施策との連携も図り、事業者の全国
規模での効果的なエネルギー効率の向上等に配慮しながら、全国規模での温
室効果ガスの排出の削減に貢献することが期待される。 
 
２．特に都道府県に期待される事項 
特に、都道府県は、地域のより広域的な公的セクターとして、主として、交
通流対策やその区域の業務ビルや事業者の取組の促進といった、広域的で規
模の大きな地域の地球温暖化対策を進めるとともに、都道府県地球温暖化防
止活動推進センター、地球温暖化対策地域協議会及び地球温暖化防止活動推
進員と協力・協働しつつ、実行計画の策定を含め市町村の取組の支援を行う
ことが期待される。 
 また、地域ブロックごとに置かれる「地域エネルギー・温暖化対策推進会
議」（第４章第３節参照）を活用して、地方公共団体を中心とした地域の各
主体の地球温暖化防止に関する取組をバックアップする。 
 
 
３．特に市町村に期待される事項 
特に、市町村は、その区域の事業者や住民との地域における最も身近な公的セクタ
ーとして、地域の自然的社会的条件を分析し、主として、地域住民への教育・普及
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啓発、民間団体の活動の支援、地域資源を活かした新エネルギー等の導入のための
調査・導入事業といった、より地域に密着した、地域の特性に応じて最も効果的な
施策を、国や都道府県、地域の事業者等と連携して進めることが期待される。 
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